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第49回 広島県国保診療施設地域医療学会

目　　　的

　この地域医療学会は，国保診療施設をはじめ市町が設置する診療施設等の地

域医療関係者の相互研鑽を図るとともに，住民の健康増進と地域医療の確保に

寄与することを目的とする。
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時 刻
　 ９:３０

会 長 平　谷　祐　宏
学 会 長 　來　嶋　也寸無

課 長 唐　木　啓　介
知 事 湯　﨑　英　彦
医 学 部 長 志　馬　伸　朗
会 長 松　村　　　誠
会 長 小　野　　　剛

課 長 唐　木　啓　介

会 長 小　野　　　剛

「地域包括ケアシステムと中山間地域高齢者のウェルビーイング」
学 会 長 來　嶋　也寸無

会 長 小　野　　　剛

学 会 長 來　嶋　也寸無

前 所 長 藤　家　証　一
所 長 越　部　恵　美
センター長 楠　　　真　二

局 長 北　原　加奈子
会 長 小　野　　　剛

所 長 東　條　環　樹
看 護 部 長 山　岡　由香里

研究発表《口演発表5演題》

看 護 師 長 永　田　綾　子

１６:２５

１６:３０ 副 学 会 長 東　條　環　樹

公 立 世 羅 中 央 病 院

閉 会
閉 会 あ い さ つ
第 回 広 島 県 国 保 診 療 施 設 地 域 医 療 学 会

（司　会）
北 広 島 町 雄 鹿 原 診 療 所
安 芸 太 田 病 院

１５:１５
１５:２５

休 憩 ・ 会 場 準 備

（座長）

三 原 市 大 和 診 療 所
ほっと・はぁとステーションてのひら 居宅介護支援事業所てのひら

県 立 広 島 病 院 救 命 救 急 セ ン タ ー
（助言者）
広 島 県 健 康 福 祉 局
全 国 国 民 健 康 保 険 診 療 施 設 協 議 会

第 回 広 島 県 国 保 診 療 施 設 地 域 医 療 学 会

１２:３０
１３:１０

昼 食 ・ 休 憩
パ ネ ル デ ィ ス カ ッ シ ョ ン
「ＢＣＰと地域包括ケアシステムについて」
（発表者）　

第 回 広 島 県 国 保 診 療 施 設 地 域 医 療 学 会

 １１:４５
特 別 講 演
「ポスト2025年の地域包括医療・ケア」
全 国 国 民 健 康 保 険 診 療 施 設 協 議 会
（司　会）

「最近の医療と国民健康保険の動向について」
厚 生 労 働 省 保 険 局 国 民 健 康 保 険 課
（司　会）
全 国 国 民 健 康 保 険 診 療 施 設 協 議 会

１１:２５
１１:３５

休 憩 ・ 会 場 準 備
学 会 長 所 感

広 島 大 学
広 島 県 医 師 会
全 国 国 民 健 康 保 険 診 療 施 設 協 議 会

 １０:４０
表 彰 式
招 待 講 演

主 催 者 あ い さ つ
広 島 県 国 民 健 康 保 険 診 療 施 設 協 議 会
第 回 広 島 県 国 保 診 療 施 設 地 域 医 療 学 会

来 賓 祝 辞
厚 生 労 働 省 保 険 局 国 民 健 康 保 険 課
広 島 県

第第5511回回広広島島県県国国保保診診療療施施設設地地域域医医療療学学会会日日程程

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日時：令和7年8月30日（土）　10時～16時30分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場所：広島市文化交流会館（広島市中区加古町3-3）

行　　　　　事
受 付

 １０:００
開 会
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《第51回広島県国保診療施設地域医療学会表彰受賞者》

広島県国民健康保険診療施設協議会会長表彰

府 中 市 立 湯 が 丘 病 院 	 准 看 護 師	 丸　山　明　代

府 中 市 立 湯 が 丘 病 院 	 看 護 師	 明　徳　孝　昭

市 立 三 次 中 央 病 院	 主査・作業療法士	 中　井　圭　子

市 立 三 次 中 央 病 院	 主査・作業療法士	 髙　橋　直　之

市 立 三 次 中 央 病 院	 主任・作業療法士	 金　藤　彩　加

市 立 三 次 中 央 病 院	 主任・放射線技師	 平　田　　　彰

庄 原 市 立 西 城 市 民 病 院	 理 学 療 法 士	 岡　井　耕　平

庄 原 市 立 西 城 市 民 病 院	 理 学 療 法 士	 岡　井　香代子

《第50回広島県国保診療施設地域医療学会研究発表優秀賞》

最 優 秀 賞

「看護職員による FIM を正確に採点することを目指して」
　　　　　　　　　　　公立みつぎ総合病院　回復期リハビリテーション病棟　　

　 　 　 　 　 　 　 　 看 護 師　　大　村　知　子

優　秀　賞（ 2 題）

「前頭葉機能と日常生活動作の将来性との関連について」
庄原市立西城市民病院　　作 業 療 法 士　　難　波　　　諭

「脳卒中の予後予測　～ FIM 予測式の有用性～」
公立みつぎ総合病院　　理 学 療 法 士　　三　阪　義　貴
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厚生労働省保険局国民健康保険課　課長

唐　木　啓　介（からき　けいすけ）

【略　　歴】

平成13年 4 月　厚生労働省入省（医薬局総務課配属）

その後，医薬局，職業能力開発局，老健局，政策統括官付社会保障担当参事官室，内閣

府参事官補佐付参事官，大臣官房，保険局，医政局などを経て，

平成30年 7 月　厚生労働省大臣官房厚生科学課健康危機管理・災害対策室長

令和 1 年 7 月　厚生労働省大臣官房総務課企画官（併：子ども家庭局，行政改革推進室）

令和 1 年 9 月　厚生労働省大臣官房付（併：内閣官房）（命：西村国務大臣秘書官事務

取扱）

令和 2 年 8 月　厚生労働省社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室長

令和 4 年 7 月　群馬県健康福祉部副部長（感染症危機管理担当）

令和 5 年 4 月　群馬県健康福祉部長

令和 5 年 9 月　群馬県健康福祉部長（兼：こどもまんなか推進監）

令和 6 年 7 月　現職

※海外勤務

平成26年 7 月　外務省在タイ日本国大使館一等書記官

講師紹介

招待講演
「最近の医療と国民健康保険の動向について」

厚生労働省保険局国民健康保険課　　課　　長　　唐　木　啓　介
（　司　会　）

全国国民健康保険診療施設協議会　　会　　長　　小　野　　　剛
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　地域包括ケアシステムが提唱されて久しい。あらためて地域包括ケアシステムとは，高
齢者や障害者などが住み慣れた地域で安心して生活を続けられるように，医療，介護，予
防，住まい，生活支援をシームレス・包括的に提供する基盤のことである。これまで自治
体や医療機関，介護施設，ボランティア団体などが地域住民のニーズに応じて連携しなが
ら支援を行ってきた。しかしながら，実際の中山間地域の現場では，交通手段のない独居
老人への対応や，老老介護の問題，また今後さらに認知症患者は増加すると予想され，課
題は山積しており，高齢者一人ひとりの主観的な満足度や幸福度といった評価については
いまだ発展途上と言わざるを得ない。そのなかで近年，様々な分野での「ウェルビーイン
グ（well-being）」について注目が集まっている。
　「ウェルビーイング」とは，直訳すると「よく＋ある」であるが，「個人の権利や自己実
現が保障され，身体的，精神的，社会的に良好な状態にあることを意味する概念」（厚生
労働省 HP）として広まってきている。
　これまで我々は病院，診療所，介護施設などそれぞれの立場から地域包括ケアシステム
を実践してきたが，中山間地域における高齢者一人ひとりの主観的ウェルビーイングとい
う角度から見てみることで，さらにきめの細かい地域包括ケアシステムを提供できるので
はないか提言したい。

学会長所感

「地域包括ケアシステムと中山間地域高齢者のウェ
ルビーイング」

第51回広島県国保診療施設地域医療学会　　学 会 長　　來　嶋　也寸無
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小　野　　剛（おの　つよし）

昭和32年 5 月21日　生まれ
市立大森病院長

【経　　歴】
昭和58年　自治医科大学医学部卒業
昭和58年　秋田大学医学部附属病院　第一内科
昭和60年　町立羽後病院　内科科長
平成 3 年　秋田大学医学部附属病院　第一内科
平成 5 年　秋田大学医学部　助手
平成 7 年　秋田大学医学部附属病院　講師
平成 8 年　町立大森病院　院長
平成10年　大森町保健医療福祉総合施設「健康の丘おおもり」　管理者兼院長
平成17年　市立大森病院　院長（市町村合併により名称変更）
現在に至る

【表彰等受賞歴】
平成19年度　全国自治体病院協議会　へき地医療貢献者表彰
平成21年度　山下太郎顕彰育英会　第18回山下太郎地域文化奨励賞
平成23年度　住友生命社会福祉事業団　第 4 回地域医療貢献奨励賞
平成26年度　読売新聞社　第42回医療功労賞
平成28年度　国民健康保険関係功績者厚生労働大臣表彰

【社会貢献活動等】
全国国民健康保険診療施設協議会　会長
一般社団法人　日本地域医療学会　理事長
自治医科大学同窓会　会長
自治医科大学顧問指導委員会　委員
秋田県病院協会　副会長
全国自治体病院協議会　理事
全国自治体病院協議会　中小病院委員会　委員
秋田県医療審議会　委員
秋田大学医学部　臨床教授
東京医科歯科大学医学部　臨床教授

【資　　格】
日本内科学会認定医
日本消化器病学会専門医
日本肝臓学会専門医
日本人間ドック学会専門医・指導医
日本プライマリケア学会認定医・指導医
日本医師会認定産業医・認知症サポート医

講師紹介

特別講演
「ポスト2025年の地域包括医療・ケア」

全国国民健康保険診療施設協議会　　会　　長　　小　野　　　剛
（　司　会　）

第51回広島県国保診療施設地域医療学会　　学 会 長　　來　嶋　也寸無
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【主　　旨】

　まだ記憶に新しい昨年の元旦に起きた能登半島地震では，国保診療施設も大きな被害を
受けるとともに，職員自身も被災されながら施設に寝泊まりし地域医療の確保に懸命に対
応された。
　広島県内においても，平成30年 7 月の西日本豪雨災害及び令和 2 年からの新型コロナウ
イルス感染症のパンデミックは，医療介護現場にも大きな影響を及ぼした。
　毎年のように，全国各地で地震，豪雨，台風などによる災害が発生しており，また，国
は，南海トラフ地震はいつ発生してもおかしくない状況としている。
　このような状況の中，国保診療施設には，地域包括ケアシステムを機能させるため保健・
医療・介護・福祉の連携に中心的な役割を果たす必要があり，大規模災害や新型コロナウ
イルス感染症の院内クラスター等の発生状況を鑑みると，BCP の重要性はさらに増してい
るところである。
　今回のパネルディスカッションでは，「BCP と地域包括ケアシステムについて」をテー
マに，現状と課題を明確にするとともに，大規模災害発生時において「地域包括ケア」を
維持・充実させていくための工夫と今後の方向性についてディスカッションを行う。

パネルディスカッション

「BCP と地域包括ケアシステムについて」
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（発 表 者）

三　原　市　大　和　診　療　所	 前 　 所 　 長 	 藤　家　証　一

ほっと・はぁとステーションてのひら　居宅介護支援事業所てのひら 
	 所 　 　 　 長	 越　部　恵　美

県立広島病院　救命救急センター	 セ ン タ ー 長	 楠　　　真　二

（助 言 者）

広 島 県 健 康 福 祉 局	 局 　 　 　 長	 北　原　加奈子

全国国民健康保険診療施設協議会	 会 　 　 　 長	 小　野　　　剛

（司　　会）

北 広 島 町 雄 鹿 原 診 療 所	 所 　 　 　 長	 東　條　環　樹

安 芸 太 田 病 院	 看 護 部 長	 山　岡　由香里
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発表要旨①発表要旨①

「西日本豪雨災害における ある無床診療所での経験」

三原市大和診療所　　前所長　　藤　家　証　一

　大和町は三原市の西北部に位置し，町内を沼田川水系の椋梨川が流れる。その支流が合
流する和木地域に複合施設である大和保健福祉センターがあり，大和診療所は保健・福祉
部門と共にその一画を占める。2018年 7 月西日本を襲った豪雨により地域は浸水，土砂災
害が多発し，交通・通信・水道などのインフラが寸断された。限られた資源と人員で医療
を提供し，地域の医療ニーズにも対処した経験を報告する。
　 7 月 6 日午後から本格的に降り出した雨は，夜になり強さを増し，20時25分大雨特別警
報が発令された。 7 日未明には落雷を伴う豪雨となり停電と通信障害が生じた。夜明けに
小降りとなり，自宅と近隣の状況確認，診療所職員の安否確認，施設機能の点検，センター
内での情報共有を可及的に行った。また地域の避難所を訪問し，情報収集とともに医療ニー
ズに対応し，医療物資を提供した。インターネット・TV などは機能せず，情報遮断に直
面した。また夜には地域全域が断水となった。
　当面の目標を『 7 月 9 日月曜からの診療所の再開』とした。交通状況の把握，職員の確
保と水等資材の調達，薬局との連携を通じて目標を達成することができた。
　その後約 2 週間断水が続き，暑さが最大の障害であった。外来や訪問診療では，通院患
者の精神・身体的ケア，被災者の初診，他院通院者の転院などに対応した。その後，17日
に光回線が，20日には給水と空調が復旧， 7 月26日に通常業務に戻った。
　対応可能であった要因としては，1）発災が金曜夜であった，2）施設の直接被害がなかっ
た，3）停電が一時的であった，4）職員や院外薬局が就業可能であった，5）入院施設が
なかったことが挙げられる。インフラの複数確保，地域共同体の維持の必要性を痛感し，
複合施設の利点を再認識した。
　当時，BCP の概念は念頭になかったが，災害対応を予め考え文書化し共有しておくこと
は有用である。災害は必ず起こるものと捉え，職員全員が共に考える作業過程にこそ策定
の意義がある。
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発表要旨②発表要旨②

「在宅を支える介護支援専門員，訪問看護の立場から」

ほっと・はぁとステーションてのひら　居宅介護支援事業所てのひら 

所長　　越　部　恵　美

　平成30年 7 月豪雨災害，そして，令和 2 年からの COVID-19のパンデミック，そして令
和 6 年元旦に発生した能登半島地震等，近年の災害を考えても，自然災害や新興感染症等
は，容赦なく私たちの生活を脅かしており，私たちはその状況に対応しながら対策を講じ
業務を継続している。
　当事業所のある呉市は，瀬戸内海に面した海と山に囲まれた中核市で，平成30年豪雨災
害の時は，多くの陸路が寸断され海路が交通手段として活躍し，市外への通勤や物資の運
搬にも活用された。日々の訪問看護においては，通常の訪問時間や経路の変更等により，
ガソリン等限られた資源の中，訪問の調整を図った。また，断水の期間が長かったため，
事業所からペットボトル等で水を運びながら，保清等のケアを行い，食事や水分の確保等
の確認，体調管理等を行っていった。
　介護支援専門員としては，日本介護支援専門員協会から広島県介護支援専門員協会を通
して支援の派遣を受け，公衆衛生チームとして呉市と協働し，ローラー作戦で被災地域の
安否確認や状況確認にまわった。受援者側の体制整備や心構え，そして受援から，徐々に
役割を地域に移行していく流れ等，災害支援や復旧への取り組みについて，経験を通して
多くの学びを得ることができ，現在の地域の体制づくりへの活動につながっている。
　これらの経験を踏まえ，平時の準備や連携，そして地域全体で取り組むことで可能とな
る体制作りについて検討を重ね，呉市，地域包括支援センター，居宅介護支援事業所が，
平時より情報発信訓練を毎月行っており，年に 1 回机上訓練も行いながら，自事業所がど
のように業務を継続していくことができるか，地域との連携をどの様に図ることができる
か検討している。
　また，呉圏域の訪問看護ステーションでは，年に 1 回合同災害訓練を行い，取り組みに
ついても管理者会議で検討を重ねている。BCP は自事業所だけでなく，地域も視野に考え
ていかなければならず，地域での取り組みは，ともに考え作り上げていかないと実行可能
なものとならない。今年度は，訪問看護ステーション間の協定書の作成と稼働に動いてお
り，これらの現在の取り組みや課題について報告したい。
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発表要旨③発表要旨③

「災害拠点病院の視点から」

県立広島病院　救命救急センター　　センター長　　楠　　　真　二

　医療機関は自ら被災することを想定して，災害対策マニュアルを作成するとともに業務
継続計画（BCP）の作成に努めるよう，全医療機関および都道府県に対して2012年 3 月に
厚労省医政局より通知された。災害拠点病院に対しては，BCP の整備がその指定要件とさ
れ，2019年 3 月末までの策定が義務化された。
　BCP 策定においては，地域から自施設に求められている診療機能，地域防災計画の中で
の自院の役割を盛り込むべきとされている。また，災害急性期から亜急性期，慢性期への
継ぎ目のない移行ができるように準備しておく必要がある。このことはすべての医療機関
に共通の事項であるが，災害拠点病院は重症患者に対する救命救急医療等の診療機能を有
し，被災地からの患者の受入れや広域医療搬送の対応を行う役割があり，医療圏単位，更
には都道府県単位の視点が求められる。また，災害拠点病院は DMAT を保有し，院内対
応のみならず，院外での保健医療活動に派遣する体制を備えており，文字通り地域の拠点
となって災害対応を行う役割を担う。
　発災時の医療機関の対応としては，自院の被災状況を把握し，残存機能により①傷病者
の受入れ，②籠城，③病院避難のいずれかを判断する必要があるが，特に災害拠点病院で
は，可能な限り傷病者の受入れができるよう，平時より BCP に基づいた準備と訓練が必
須となる。病院の被災状況は，広域災害救急医療情報システム（EMIS）により被災地内
外に共有され，広島県では県庁に設置される県保健医療福祉調整本部，被災地を管轄する
保健所等に設置される現地保健医療福祉調整本部，災害拠点病院等に設置される DMAT
活動拠点本部において，EMIS，災害診療記録/J-SPEED 等により収集した情報を基に支援
の方針が決定される。
　災害時医療対応では，地域の医療機関，災害拠点病院，保健・医療・福祉の行政担当者，
災害医療コーディネーター，小児周産期リエゾン，保健医療活動チーム等，多機関・多職
種の連携が必須であり，平時からのいわゆる『顔の見える関係』の構築が欠かせない。
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研究発表における演題及び演者

会場発表

○　臨床に関するもの

演　　　　　　　　　　　題 所　属 職 氏　　　名 発表要旨
ページ

1 地域医療を支える看看連携

地 方 独 立 
行 政 法 人 
府中市病院 
機構府中北 
市 民 病 院

看 護 部 長 徳 田　明 美 23

2 嚥下機能障害に対する当院の取り組み
～ １ 症例を通じて～

庄原市立西
城市民病院 理学療法士 石 田 　 希 24

○　臨床看護に関するもの

演　　　　　　　　　　　題 所　属 職 氏　　　名 発表要旨
ページ

3

大腿骨近位部骨折の患者に対してスクリー
ニングシートを用いた誤嚥性肺炎のリス
ク評価　～リスク評価で行う食事形態の
変更～

公立みつぎ
総 合 病 院 看 護 師 澤 井　砂 璃 25

○　臨床検査に関するもの

演　　　　　　　　　　　題 所　属 職 氏　　　名 発表要旨
ページ

4 当院透析患者の定期 ABI 検査導入について 安 芸 太 田 
病 院

臨 床 検 査 
技 師 佐　藤　奈緒子 26

○　診療施設の運営・管理に関するもの

演　　　　　　　　　　　題 所　属 職 氏　　　名 発表要旨
ページ

5
地域枠医師による中山間地域中小病院に
おける「数」の補充だけではない地域医
療改善の取り組み

公 立 世 羅 
中 央 病 院

整形外科・ 
医 師 大 川　新 吾 27
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収録発表

○　臨床に関するもの

演　　　　　　　　　　　題 所　属 職 氏　　　名 発表要旨
ページ

6 脳卒中の予後予測　～ FIM 予測式の実用
報告～

公立みつぎ
総 合 病 院 作業療法士 普 家　一 博 28

○　診療施設の運営・管理に関するもの

演　　　　　　　　　　　題 所　属 職 氏　　　名 発表要旨
ページ

7
病棟再編成による環境変化と患者不安に
対する看護支援の在り方　― 3 病棟女性
病棟の患者を対象とした調査―

府 中 市 立 
湯が丘病院 准 看 護 師 久 保　好 美 29

8 虐待・不適切ケアに対する認識の現状 府 中 市 立 
湯が丘病院 看 護 師 下 志　玲 子 30

○　教育に関するもの

演　　　　　　　　　　　題 所　属 職 氏　　　名 発表要旨
ページ

9 精神科における擦式手指衛生の啓発活動 府 中 市 立 
湯が丘病院 看 護 師 八 木　伸 幸 31

○　介護予防に関するもの

演　　　　　　　　　　　題 所　属 職 氏　　　名 発表要旨
ページ

10
安芸太田町のいきいき百歳体操の取り組
みについて　―高齢化率50％を超えた安
芸太田町での検証―

安 芸 太 田 
病 院 作業療法士 小 田　将 之 32
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○　在宅医療・ケアに関するもの

演　　　　　　　　　　　題 所　属 職 氏　　　名 発表要旨
ページ

11 訪問看護ステーションにおける災害時初
期対応訓練の取り組みと効果

公立みつぎ
総 合 病 院 理学療法士 藤 本　光 理 33

12 訪問リハビリテーションの現状と取り組み 公 立 世 羅 
中 央 病 院 理学療法士 妹 尾　一 岳 34

○　入院サービスに関するもの

演　　　　　　　　　　　題 所　属 職 氏　　　名 発表要旨
ページ

13 医療現場における入院セットについて　
～導入してわかったこと～

公立下蒲刈
病 院 看 護 師 髙 　 明 菜 35

14 急性期リハビリテーション加算の取得率
向上への取り組み

市 立 三 次 
中 央 病 院

技 師 ・ 
理学療法士 大 倉 　 渉 36

○　臨床看護に関するもの

演　　　　　　　　　　　題 所　属 職 氏　　　名 発表要旨
ページ

15 スピリチュアルケアの実践力の向上を目
指して

公立みつぎ
総 合 病 院 看 護 師 福 田　麻 美 37

16
高度急性期病棟において，患者が不快に
感じる音と看護師がとらえる不快な音の
認識

市 立 三 次 
中 央 病 院

主任技師・
看 護 師 中 村　友 則 38

17

高齢初産で双胎妊娠した患者への授乳指
導　～妊娠期から関わり，母親にとって
同時授乳が育児負担の軽減になることを
目指して～

市 立 三 次 
中 央 病 院

主任技師・
助 産 師 齋 藤　希 翼 39

18 申し送り短縮への取り組みと看護師の意
識調査

安 芸 太 田 
病 院 准 看 護 師 川 本　賀 子 40

19
長期臥床状態の高齢患者に対する排便コ
ントロール　～小豆を使用した温罨法に
よる便秘への効果～

公 立 世 羅 
中 央 病 院 看 護 師 代 入　汐 理 41

20 ターミナル期におけるがん患者・家族と
のかかわり

公 立 世 羅 
中 央 病 院 看 護 師 清　原　芙美子 42
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○　臨床検査に関するもの

演　　　　　　　　　　　題 所　属 職 氏　　　名 発表要旨
ページ

21 タッチングによる上部消化管内視鏡検査
時の苦痛緩和効果の検討

公立みつぎ
総 合 病 院

臨 床 検 査 
技 師 今 田　貴 也 43

○　リスクマネジメントに関するもの

演　　　　　　　　　　　題 所　属 職 氏　　　名 発表要旨
ページ

22 当院透析室における Digital Transforma-
tion 化による効果について

安 芸 太 田 
病 院

臨 床 工 学 
技 士 坂 本　裕 一 44

○　その他本学会に関するもの

演　　　　　　　　　　　題 所　属 職 氏　　　名 発表要旨
ページ

23 特別養護老人ホームにおける経管栄養管
理入所者の必要エネルギー量について

公立みつぎ
総 合 病 院 
保 健 福 祉 
総 合 施 設　 
特 別 養 護 
老人ホーム 

「ふれあい」

管理栄養士 角 　 昌 子 45

24 精神科病院における虐待防止 府 中 市 立 
湯が丘病院 看 護 師 若 林　政 公 46

25 継続看護における退院サマリーの活用に
ついて

庄原市立西
城市民病院 看 護 師 森 本　幸 恵 47

26 診療記録の量的監査への取り組み 安 芸 太 田 
病 院

主事・診療
情報管理士 満 山　大 輔 48

27 転倒・転落の発生事例から見る取組み 公 立 世 羅 
中 央 病 院

医 療 安 全 
管 理 部 長 有 末 　 寛 49
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〔研究発表視聴方法に関する案内〕

1 　広島県国民健康保険診療施設協議会ホームページを開きます。

https://www.hiroshima-kokuhoren.or.jp/shinryo/

※　広島県国民健康保険団体連合会ホームページ内にあります。

2 　【第51回広島県国保診療施設地域医療学会専用ページ】を開きます。

3 　「オンデマンド配信」ページをクリックします。

4 　ユーザー名（gakkai51）とパスワード（gakkai51）を入力します。

5 　各演題への質問について

各演題へのご質問等については，こちらまでお願いします。

後日，発表者から回答します。

※　送付先

広島県国民健康保険診療施設協議会事務局

〒730-8503　広島市中区東白島町19-49

（広島県国民健康保険団体連合会 保健事業課内）

E メール：jigyou@hiroshima-kokuho.jp

視聴可能期間は，令和 7 年 8 月30日（土）から10月31日（金）までです。

視聴可能期間が過ぎた時点で，すべての動画を削除します。

なお，動画は視聴のみ可能で，ダウンロードはできません。

 

 

 
 

 

１ 広島県国民健康保険診療施設協議会ホームページを開きます。 

    https://www.hiroshima-kokuhoren.or.jp/shinryo/      
※ 広島県国民健康保険団体連合会ホームページ内にあります。   

 

                                  

２ 【第 51 回広島県国保診療施設地域医療学会専用ページ】を開きます。 

 



― 23 ―

ＭＥＭＯ

演題番号 1 地域医療を支える看看連携

発 表 者 地方独立行政法人府中市病院機構　府中北市民病院　看護部長　徳田　明美

共同発表者 芦田　真由美，関岡　孝弘

　地域医療を担う病院の役割は地域住民の生活を視野に入れた看護が必要となり，近隣の
施設との連携は欠かせない。上下町は人口3,800人弱，高齢化率も48.4％と高齢化の進行
が著しい地域である。同地域にある精神科病院・老健・特養，グループホームなど施設か
らの受診や入院も多い。そのため数年前から看護部と地域連携室が協働し，近隣施設の看
護師と連携会議を開催し，受診依頼の方法や継続した看護，介護を行うための連携，感染
対応の情報交換など行ってきた。地域の看護師が顔の見える連携をしていくことで患者・
利用者が迅速で適切な医療支援が受けれるよう看護師間の連携の現状と課題を明確にして
いきたい。
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ＭＥＭＯ

演題番号 2 嚥下機能障害に対する当院の取り組み
～ 1 症例を通じて～

発 表 者 庄原市立西城市民病院　理学療法士　石田　希

共同発表者 田中　惣之助，海渡　聡子，岡井　耕平

【はじめに】
　本研究の目的は，入院中の長期臥床に伴い誤嚥性肺炎を繰り返し，食事摂取が困難となっ
ていたが，嚥下機能訓練を行った結果，食事摂取が可能となった症例について報告する。

【方法】
　対象症例は 1 症例（93歳・男性，右大腿骨頸部骨折術後・急性胆管炎）である。入院時・
退院時・老健入所後に嚥下機能評価 ASAP スコア，および KT バランスチャートを用いて
問題点を明らかにし， 2 か月間リハビリを実施した。

【結果】
　発声・舌の筋力・嚥下に改善がみられた。

【考察】
　入院時に食事摂取機能に問題を明らかにすることにより，訓練内容を明確にし，多職種
連携をするよう試みた。退院時には食事摂取が可能となり QOL の改善が得られた。
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ＭＥＭＯ

演題番号 3 大腿骨近位部骨折の患者に対してスクリーニングシートを用いた
誤嚥性肺炎のリスク評価　～リスク評価で行う食事形態の変更～

発 表 者 公立みつぎ総合病院　看護師　澤井　砂璃

共同発表者 坂根　真依子，内田　研吾，立石　宏美，和木　佳奈恵，石原　純恵

　はじめに：大腿骨近位部骨折で入院される患者は，高齢で併存疾患が多く栄養障害・サ
ルコペニアは摂食嚥下障害の原因でもあり，誤嚥性肺炎リスクを潜在的に抱えている。
　目的：誤嚥性肺炎予防スクリーニングシートを作成，リスクが高い患者を選別し食事形
態を下げることで予防を行う。
　結果：食事変更した患者数は53名中18名。うち14名は入院時に選別対象とならなかった
が，入院後にせん妄を発症したことにより食事変更を行った。その中で誤嚥性肺炎発症者
は 1 名であった。
　考察：入院時に食事変更を行った対象は誤嚥性肺炎にならなかった。せん妄発症後も食
事変更を行い，誤嚥性肺炎発症は 1 名でスクリーニングシートは有用であったと考える。
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ＭＥＭＯ

演題番号 4 当院透析患者の定期 ABI 検査導入について

発 表 者 安芸太田病院　臨床検査技師　佐藤　奈緒子

共同発表者 藤崎　未来

　当院で透析を行っている患者様に対し，定期的に ABI 検査を実施することを提案し，運
用開始に至った事例について報告する。
　今回，当院透析患者の今の QOL を少しでも長く維持するために，必要な検査を検討した。
その中で，「血液透析患者における心血管合併症の評価と治療に関するガイドライン」に
ついて調べ，ガイドラインで推奨されている検査を定期的に行うことを提案した。実施す
ることにより，下肢末梢動脈閉塞性疾患のリスクを数値的に評価することができ，早期発
見につながった。
　検査室として，ガイドラインを読みとき，理解することで推奨されている検査を提案で
きることに改めて気づけた。今後も引き続き情報収集を続け，さらに当院で提供できる検
査があれば提案し，患者様にとってより良い状態が少しでも長く維持できるように努めた
い。
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ＭＥＭＯ

演題番号 5 地域枠医師による中山間地域中小病院における「数」
の補充だけではない地域医療改善の取り組み

発 表 者 公立世羅中央病院　整形外科・医師　大川　新吾

共同発表者

　広島県中山間地域中小病院の当院では，2021年度から2025年度にかけて，地域枠，寄付
講座派遣医師を除いた常勤医師数は13人から 5 人に減少した。一方，地域枠医師は 2 人か
ら10人に増加した。地域枠医師は不可欠な存在となっている。医療技術・資源が限定され
がちな中小病院においては，「数」を補充しても高度医療機関や中山間地域中堅病院との
医療格差は改善されない。地域枠医師はこれらの病院で研鑽を積んだ後に当院に派遣され
るため，前任地と当院との医療格差を見出し，改善及び更新する能力を持っているはずで
ある。このたび，地域枠医師による地域医療の改善への取り組みについて検討し，報告す
る。
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ＭＥＭＯ

演題番号 6 脳卒中の予後予測　～FIM 予測式の実用報告～

発 表 者 公立みつぎ総合病院　作業療法士　普家　一博

共同発表者 小林　美緒，三阪　義貴，坂井　三知恵，小林　優，臂　美穂

　予後予測は治療計画や患者，患者家族の退院支援に欠かせないといわれている。小山ら
は脳卒中の機能回復が自然対数曲線に類似することに着目し，対数モデルを用いた予後予
測方法を報告している。
　この予後予測方法を，当院回復期リハビリテーション病棟において活用するために，今
回 FIM 予測シートを作成し，使用する試みを行った。
　その結果，運動 FIM 項目の目標設定を多職種で共有する一助となったことに加え，患者
の ADL の向上に向けた一つのツールとして活用出来るのではないかと考えられた。課題
として，面談での使用方法が挙がった。
　今後は，症例数を重ね，使用方法を改善し，患者の ADL 向上やスムーズな退院支援に
つなげていきたい。
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ＭＥＭＯ

演題番号 7 病棟再編成による環境変化と患者不安に対する看護支援
の在り方　－3 病棟女性病棟の患者を対象とした調査－

発 表 者 府中市立湯が丘病院　准看護師　久保　好美

共同発表者 小川　博司，丸山　康彦

　精神科病棟の建て替えに伴い，患者の生活環境に大きな変化が生じることが予想される。
特に，閉鎖病棟への移動や，男性患者との混合病棟への転棟が余儀なくされる場合，患者
の心理的負担が大きくなることが懸念される。
　今回の再編成では，これまでの環境から離れることが避けられず，多くの患者が不安を
抱いている状況が見られる。しかし，転棟が本当に必要なのか，環境の変化が治療やケア
にどのような影響を与えるのかについては，明確な答えが出ていない。これらの問題に対
する解決策を見出すためには，患者の声を直接聞き，彼らが何に不安を感じ，どのような
支援を求めているのかを理解することが重要である。
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ＭＥＭＯ

演題番号 8 虐待・不適切ケアに対する認識の現状

発 表 者 府中市立湯が丘病院　看護師　下志　玲子

共同発表者 荒木　武史，瀧本　綾乃

　厚生労働省推計では65歳以上の高齢者は2025年に3657万になると言われる。施設入所・
高齢者入院患者への虐待は古くから存在した問題であり，近年，①要介護高齢者増加②要
介護高齢者施設・病院を経営する法人の多様化③高齢者虐待防止法施行による虐待実態の
顕在化，各種メディアによる報道等により身近な社会問題として認識されるようになった。
　また不適切なケアから虐待への発展が懸念される。先行研究では「教育・知識・介護技
術等に関する問題が多い」と言われている。
　このような背景より，虐待の認識欠如からくる人権侵害行為と不適切なケアに対する現
状を知るため認識調査し現状を知ることができたので報告する。
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ＭＥＭＯ

演題番号 9 精神科における擦式手指衛生の啓発活動

発 表 者 府中市立湯が丘病院　看護師　八木　伸幸

共同発表者 石出　貴志

　院内感染の多くは医療従事者の汚染された手指を介して伝播されることが多く，手指衛
生は感染対策の基本となっている。坂本は「手指衛生は，石鹸と流水を用いる手洗いと速
乾性擦式アルコール製剤による手指消毒に大別される。近年は，手指消毒を優先的に選択
することが推奨されている。」と述べている。2020年より新型コロナウィルス感染症の感
染拡大に伴い，標準予防策である手指衛生が重要だということを再認識した。
　しかし A 病棟に設置している擦式手指消毒液の使用量から，適切な方法で実施できてい
ないと推測した。そこで今研究では，手指消毒の啓発活動を行い，消毒液の使用量に変化
がみられた為ここに報告する。
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ＭＥＭＯ

演題番号10 安芸太田町のいきいき百歳体操の取り組みについて
－高齢化率50％を超えた安芸太田町での検証－

発 表 者 安芸太田病院　作業療法士　小田　将之

共同発表者 加井　圭輔，小野　恵

　安芸太田町は現在超高齢化社会であり，2017年より介護予防の取り組みとしていきいき
百歳体操を導入した。
　今回，いきいき百歳体操を継続的に行うことによる身体機能への影響についての確認を
行い，安芸太田町での効果を検証した。
　2017年モデル地区となった会場の立ち上げ時からの経過を追うことで効果の確認をする。
　 3 項目の検査結果から，いきいき百歳体操を継続的に行うことで身体機能の維持ができ
ていることが確認された。
　いきいき百歳体操を行うことで身体を動かす習慣ができ，定期的に実施することでフレ
イル予防となった。結果として，介護度の重症化が防がれており，当町でも有効であるこ
とが検証された。
　今後の課題として，参加者の減少や男性参加者が少ないこと，季節によっては継続でき
ない時期があることが挙げられる。
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ＭＥＭＯ

演題番号11 訪問看護ステーションにおける災害時初期対応訓練
の取り組みと効果

発 表 者 公立みつぎ総合病院　理学療法士　藤本　光理

共同発表者 田中　慎太郎，出羽　真由子，上田　由美子，馬屋原　佐知子

　2024年度から，業務継続計画（BCP）の策定，年 1 回以上の研修および訓練の実施が厚
生労働省より義務付けられた。訪問看護ステーションは，災害発生時も利用者に必要なサー
ビスを安定的・継続的に提供できる体制を構築する必要がある。
　今回，災害発生初期の対応における職員の知識や判断力の向上を目的とし，研修・訓練
計画を立案した。訓練では，職員の安否確認訓練，災害発生時等の対応を検討する 5 分間
シミュレーション，業務中の災害発生を想定したシナリオを用いて対応を検討する災害時
初期対応シミュレーションの 3 つを実施した。研修・訓練前後で実施したアンケート調査
をもとに，効果と課題について考察したため報告する。
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ＭＥＭＯ

演題番号12 訪問リハビリテーションの現状と取り組み

発 表 者 公立世羅中央病院　理学療法士　妹尾　一岳

共同発表者

　当事業所は令和 5 年11月に訪問リハビリテーションを開設した。開設以降，依頼件数は
増加傾向にあり，地域における訪問リハの需要の高さを実感している。現在はリハビリテー
ション科医師との連携を通じて専門性の高いサービス提供を行っている。本発表では，開
設から現在までのサービス提供の推移を振り返るとともに，更に多職種との連携を深め，
支援の幅を広げていく今後の取り組みについて報告する。
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ＭＥＭＯ

演題番号13 医療現場における入院セットについて
～導入してわかったこと～

発 表 者 公立下蒲刈病院　看護師　髙　明菜

共同発表者 道上　さおり，萩原　真琴，菅原　昭

　現在，入院セットを導入している病院・介護施設が増えてきている。それに伴い，入院
が決まれば病院で病衣のレンタル，日用品についても準備しなくても手ぶらでの入院が可
能となっている。当院は元々離島だった土地にあり，入院患者の家族が遠方に移住してい
るケースが多く，その為独居や高齢夫婦のみという世帯も多い。以前より職員からの要望
が多かった入院セットを昨年度から導入した。入院セット導入により患者や家族は入院準
備や洗濯の手間が省け，精神的な負担が軽減でき，現場の職員もそれまでに感じていた様々
な負担の軽減を図れている。一方で導入後に見えた課題もあった。実際の導入までの流れ
や，導入後に見えた利点と問題点について報告する。



― 36 ―

ＭＥＭＯ

演題番号14 急性期リハビリテーション加算の取得率向上への取
り組み

発 表 者 市立三次中央病院　技師・理学療法士　大倉　渉

共同発表者 坂井　香津恵，村山　留美，安部　未央，森末　孝昭

　【はじめに】令和 6 年度の診療報酬改訂にて追加された急性期リハビリテーション加算
の取得率向上を目指して活動を行った。
　【方法】加算の取得条件のうち，シリンジポンプを使用した患者に限定し，取得率を調
査した。未取得への対策として制度や取得方法についての勉強会の実施や，取得状況を確
認するシステムを構築しフィードバックを行った。そして対策前後での取得状況を把握し，
活動の効果や課題などを分析した。
　【結果】取得率は70％から99％に向上した。
　【考察】勉強会やフィードバックにより取得意識の向上につながったと考えられた。
　【今後の課題】本活動の標準化や定着，他の加算対象を含めた取得率向上を目指すこと
が挙げられる。
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ＭＥＭＯ

演題番号15 スピリチュアルケアの実践力の向上を目指して

発 表 者 公立みつぎ総合病院　看護師　福田　麻美

共同発表者 小山　泉，　壹丁　絵美，橘髙　智子

　緩和ケア病棟では，がん患者の苦痛を身体的，精神的，社会的，スピリチュアルな苦痛
（スピリチュアルペイン）の 4 つの側面に分けて考えている。スピリチュアルペインに対
するスピリチュアルケアは緩和医療において最後の課題とも言われている。スピリチュア
ルケアの実践には，それに関する学習の有無によって有意な差がみられたとの報告があり，
当病棟ではスピリチュアルケアの実践力の向上を目的に村田理論をもとに取り組みを行った。
この取り組みの前後で，当病棟看護師のスピリチュアルケアの実践に変化がみられたかス
ピリチュアルケアの実践指標（NSCP）を用いて比較した。その結果，実践が一部上向い
ているという結果が得られた。また，今後の課題として，病状の急速な変化に合わせ，タ
イミングを逃さずに多職種で情報共有しケアへ繋げる事，及び村田理論を用いたアセスメ
ント方法等を定着・継続していく仕組みをつくる事が挙げられた。
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ＭＥＭＯ

演題番号16 高度急性期病棟において，患者が不快に感じる音と
看護師がとらえる不快な音の認識

発 表 者 市立三次中央病院　主任技師・看護師　中村　友則

共同発表者 横山　栞

　高度急性期病棟において，患者と看護師が不快に感じる音の認識を比較し，環境調整の
基礎資料とすることを目的に研究を実施した。50名の患者と40名の看護師にアンケート調
査を行った結果，患者が不快に感じた音の上位 3 項目は「医療機器のアラーム音」「他患
者の声」「医療者同士の話し声」であった。また一方で，看護師が認識する患者の不快な
音では「医療者同士の話し声」「医療機器のアラーム音」「他患者の声」が挙げられ，両者
の認識に大きなずれはなかった。ただし，看護師は患者よりも病棟環境音を不快と認識す
る傾向があった。今後看護師は不必要な音を減らし，快適な療養環境を提供するための配
慮をしていく必要がある。



― 39 ―

ＭＥＭＯ

演題番号17 高齢初産で双胎妊娠した患者への授乳指導　～妊娠期から関わり，
母親にとって同時授乳が育児負担の軽減になることを目指して～

発 表 者 市立三次中央病院　主任技師・助産師　齋藤　希翼

共同発表者

　近年，晩婚化・晩産化が進み，不妊治療の件数が増加している。それに伴い，高齢初産
で多胎妊娠する可能性も高まっている。高齢褥婦は疲労が長引きやすく，新しいことを習
得することに時間を要する。また，多胎育児は単胎に比べ時間がかかり，育児負担が大き
い。そこで育児負担の軽減の 1 つに同時授乳がある。今回，同時授乳が育児負担の軽減に
繋がるか明らかにすることを目的に，双子を出産した初産の高齢褥婦に同時授乳の指導を
行った。その結果，同時授乳によって，休息確保ができ，育児負担の軽減に繋がることが
示唆された。多胎妊娠した高齢褥婦には同時授乳の指導が有効である。
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ＭＥＭＯ

演題番号18 申し送り短縮への取り組みと看護師の意識調査

発 表 者 安芸太田病院　准看護師　川本　賀子

共同発表者 本家　千鶴

　【目的】現行の申し送り時間を短縮する取り組みに対する意識と申し送りの実情を把握
し今後の課題を明らかにする。
　【方法】自作の調査用紙を用い申し送りに対する意識調査を 2 回実施した。
　【結果】アンケート 1 回目の結果では申し送りを短縮したいと思っているが，実際は出
来ていないという事とその理由が分かった。その結果を踏まえ 2 回目のアンケートを実施
し，申し送りでは入院患者，術後患者，せん妄患者，転倒患者に関する情報は共有したい
と考えていることが明らかとなった。
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ＭＥＭＯ

演題番号19 長期臥床状態の高齢患者に対する排便コントロール
～小豆を使用した温罨法による便秘への効果～

発 表 者 公立世羅中央病院　看護師　代入　汐理

共同発表者

　高齢者は加齢に伴う食事摂取量や運動量の低下，筋力低下などにより便秘傾向にある。
さらに長期臥床により腸管の働きが低下し，便秘のリスクは高くなる。
　小豆パックは通気性があり熱伝導率が良いため皮膚温度が高く保たれ持続性に優れてい
る点と腰背部温罨法は腸の蠕動運動促進により排便効果があるという点に注目した。本研
究では小豆パックによる腰背部温罨法を行い，自然排便へつながった事例を報告する。
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ＭＥＭＯ

演題番号20 ターミナル期におけるがん患者・家族とのかかわり

発 表 者 公立世羅中央病院　看護師　清原　芙美子

共同発表者

　ターミナル期のがん患者に対して，緩和ケアやターミナルケアを行うにあたり，看護師
は患者の心身の痛みや苦痛を和らげ，その人らしく生きられるように質の高いケアを提供
する役割を持つ。特に，日々変化する患者の精神的・身体的な変化を敏感に感じとり，よ
り良いケアや介入方法を検討することが重要である。そのため看護師はコミュニケーショ
ンをとる中で，患者の気持ちの変化や心情に寄り添い，表出の一助となるべく介入を行っ
ていく必要性がある。今回私はターミナル期のがん患者を受け持ち，患者の気持ちの表出
を受けて，日々の看護介入への葛藤が生じた。コミュニケーションを通して，患者・家族
に生じている悩みや望みを表出あるいは汲み取ることができたが，介入まで至ることが出
来なかった。その経験を活かし，患者との関わりの場面をプロセスレコードを用いてまと
め，より良いケアの提案に繋げるために，どのような介入をすべきであったのか振り返り
を行った。
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ＭＥＭＯ

演題番号21 タッチングによる上部消化管内視鏡検査時の苦痛緩
和効果の検討

発 表 者 公立みつぎ総合病院　臨床検査技師　今田　貴也

共同発表者 岡田　海斗，山内　誠，奥　成美，下原　康嗣，春間　賢

　上部消化管内視鏡検査 ( 以下，GIS) を年間約2,000件行っている。不安・苦痛緩和を目
的にタッチングケアを実施しているが，効果的であるか定かではない。アンケートにて実
施状況と効果を検証し，タッチングケアの有用性を調査した。調査期間の2024年11月，12
月に健康診断目的で GIS を受診しアンケートの同意が得られた251名を対象に，性別・経
口経鼻別でクロス集計を行った。背中を擦り楽になりましたかの質問で楽になったと回答
した方が85％以上であった。しかし，自由記述で擦る位置を改善して欲しい等の要望も挙
げられた。タッチングケア実施により苦痛緩和の効果を認めた。しかし，状況により効果
が乏しい場合もある為，声掛けの必要性もあると考えられる。
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ＭＥＭＯ

演題番号22 当院透析室における Digital Transformation 化によ
る効果について

発 表 者 安芸太田病院　臨床工学技士　坂本　裕一

共同発表者 谷口　正顕

「目的」
　透析記録の Digital Transformation（以下 DX）化を行うことで透析記録の業務の改善を
目指す。

「方法」
　2024年 1 月から TXP 社製透析支援モバイルカルテを導入。DX 化前後の透析記録業務の
所要時間が減少したか検証。スタッフへの聞き取り調査。

「結果」
　DX 化前後で透析記録業務時間の減少が行えた。スタッフへの聞き取り調査では，記録
の作業時間短縮にて看護師，臨床工学技士共にそれぞれの業務使用できる時間が確保でき
余裕が持てるようになったなどの意見が聞かれた。

「考察」
　DX 化することで特に手作業による記載，電子カルテへの入力が減ったため，透析記録
時間の短縮が行えたと考えられる。
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ＭＥＭＯ

演題番号23 特別養護老人ホームにおける経管栄養管理入所者の
必要エネルギー量について

発 表 者 公立みつぎ総合病院保健福祉総合施設　特別養護老人ホーム「ふれあい」　管理栄養士　角　昌子

共同発表者 宮迫　雄生，賀好　美由樹，日野　公恵

　要介護者が入所する高齢者施設では，入所者の状態に応じた計画的な栄養管理の実施が
介護報酬で規定されており，適正な必要エネルギー量の設定は低栄養状態を予防するため
に必須である。当施設では BMI22を目標として必要エネルギー量を設定しているが，体重
増加すると皮膚トラブルが発生する傾向にあり，体重管理に憂慮している。そこで今回，
経管栄養管理入所者の体重変動，必要エネルギー量，栄養状態を比較し，当施設での栄養
管理の妥当性を検証した。その結果，当施設における必要エネルギー量は，低栄養状態の
低リスク群で必要エネルギー量の80％程度，中リスク群で必要エネルギー量程度を目標と
することが妥当であると示唆された。
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ＭＥＭＯ

演題番号24 精神科病院における虐待防止

発 表 者 府中市立湯が丘病院　看護師　若林　政公

共同発表者 田原　勝政

　2024年 4 月より精神保健福祉法において，精神科病院における障がい者虐待防止措置が
施行された。精神科病院内の管理者には，業務従事者や病院関係者に対して虐待防止の為
の研修や普及啓発，虐待に関する相談支援の整備等が義務づけられた。
　府中市立湯が丘病院（当院）でも研修が 5 月に一度行なわれた。虐待防止委員会もつく
られ管理者での会議を毎月開催されている。
　 9 月現在にいたるまで虐待防止委員会への虐待にかかわる報告件数は 0 件であった。
　虐待は，起こっていないのか？虐待を容認しているのか？虐待の認識がないのか？
　病棟職員は，障がい者虐待防止に関して共通の認識を持っているのだろうか？と疑問が
わいた。
　この度，一般社団法人日本精神科協会が作成した精神科病院における虐待防止の手引き
をもとに障がい者虐待防止チェックリスト1) を活用し個々の虐待に対する認識の差が明ら
かになったことを報告する。
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ＭＥＭＯ

演題番号25 継続看護における退院サマリーの活用について

発 表 者 庄原市立西城市民病院　看護師　森本　幸恵

共同発表者 伊折　真由美，堀江　誠

　当院のある地域は，高齢化が進み，老々介護，独居高齢者など介護力不足や慢性疾患を
抱えている患者が多く入退院を繰り返している現状がある。そのため，退院サマリーを活
用し継続看護を行う事は重要となる。退院サマリーの活用についてアンケート調査を行っ
た結果，退院サマリーの活用状況について明らかになった。病棟，外来とも退院サマリ－
を活用した継続看護の必要性について意識がある事がわかった。一方で情報共有や活用に
ついては不十分であった。現在の業務の中で退院サマリーがどのようにすれば効率的に活
用する事が出来るか，病棟・外来・地域連携室で取り組んだ事を報告する。
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ＭＥＭＯ

演題番号26 診療記録の量的監査への取り組み

発 表 者 安芸太田病院　主事・診療情報管理士　満山　大輔

共同発表者

「目的」
　令和 5 年 4 月に診療情報管理室が開設され，診療記録の質向上を目的に量的監査業務を
開始した。

「方法」
　すべての退院患者の入院診療計画書，各種同意書等スキャン後 5 日以内に診療情報管理
室に提出し，入院診療計画書，退院サマリー等監査項目を16項目設定した診療録量的監査
票を用いて監査を行う。

「結果」
　不備が月平均 9 件あり，不備が多い項目としては入院診療計画書の医師の押印漏れ，同
意書の日付・患者氏名の記載漏れであった。押印漏れに関しては，非常勤医師の場合が多
く印鑑が病棟にないことが原因であるが，日付・氏名漏れは，記載する箇所が分かりにく
いことが原因であると考える。今後不備を減らすために記載箇所に色付けを行うなど改善
していきたい。
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ＭＥＭＯ

演題番号27 転倒・転落の発生事例から見る取組み

発 表 者 公立世羅中央病院　医療安全管理部長　有末　寛

共同発表者 來嶋　也寸無，藤谷　愛子，吉宗　健治，長谷　茂，保永　和範

　医療安全の IA 報告のうち「転倒・転落」「薬剤」「ドレーン・チューブ」が依然として
上位を占めている。今回はその内の転倒・転落について当院の取組みについて発表いたし
ます。
　過去の統計から転倒・転落の発生数が増加の傾向が見られたため「転倒・転落のアセス
メントシートの活用，センサーベット設定基準フローチャートの活用」をテーマに医療安
全の研修を行いました。その後の発生状況の変化，また2023年12月より転倒・転落の IA
報告に対し独自に 8 段階に分け評価を行っており，結果から見えてきたセンサーベット設
定基準フローチャートの入院早期の見直しの重要性が見えてきました。


	空白ページ



